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第２章 生活支援の充実 

 

１．生活支援体制の整備 

 

◇ 現状と課題 

障がい者等が可能な限り希望する生活を選択するためには、国、地方自治体、

地域におけるさまざまな支援体制が必要です。特に、施設入所や長期入院してい

る障がい者等が地域に移り住むための支援体制は、重要な課題となっています。 

障がい者等は心身の状態により、食事や排せつ、入浴、服薬、外出等さまざま

な生活支援を必要としますが、障がい者等の在宅生活は、高齢化などの困難を抱

える家族が支えている状況にあります。 

また、障がい者自身の高齢化や重度化、親亡き後の地域生活支援など、地域全

体で障がい者や家族を支援する体制の充実が課題となっています。 

この課題を解消するために、市、障がい者団体、社会福祉協議会、福祉事業者、

ボランティア団体や地域住民が連携しながら、それぞれの機能に応じて役割を分

担し、地域で障がい者等の生活を支えることができる体制の充実が必要です。 

また、障がいを理由とする差別や権利利益を侵害する行為がなくなるよう、障

がい者等の権利擁護の促進を図る必要があります。 

 

◆ 施策の基本的方向 

障がい者等が可能な限り希望する生活を選択できる体制の整備と充実に努めま

す。 

 

●目標１：相談支援体制の充実（障害福祉Ｇ） 

    障がい者等が安心して相談できる体制の充実に努めます。 

   ・発達障がいに係る相談体制の整備 

   ・相談窓口の周知と利用の促進 

   ・権利擁護の促進 

   ・相談員の養成と専門機関との連携強化 

 

●目標２：地域福祉推進体制の充実（社会福祉Ｇ） 

地域福祉計画に基づき、地域住民、ボランティア、民生委員児童委員、社会

福祉協議会等と協働し、地域福祉推進体制の充実に努めます。 

また、地域において孤立する可能性のある一人暮らしの障がい者や高齢者な

どを地域ぐるみで見守る仕組みを構築し、推進します。 
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◇ 施策の目標量と確保のための方策 

１ 生活支援体制の整備 

  障がい者の地域で自立した生活を支える体制の整備を図るため、障害福祉サービ

スの適切な利用を支える相談支援体制と地域福祉推進体制の充実に努めます。 

（１）相談支援体制と事業見込量 

事 業 名 単位 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 

計画相談支援 支給人数/月 ５０ ５５ ６０ 

地域移行支援 支給人数/月 ５ ５ ５ 

地域定着支援 支給人数/月 ５ ５ ５ 

相談支援体制と事業内容 

事 業 名 内     容 

計画相談支援 

適切な障害福祉サービスを提供するため、障がい者等の心身の

状況やサービス利用の意向等を勘案し、利用するサービスの種類

や内容、総合的な援助の方針を定めたサービス等利用計画を作成

するとともに、サービス事業者等との連絡調整等を行います。 

地域移行支援 

障害者支援施設等に入所している障がい者や入院中の精神障が

い者に対し、住居の確保等、地域生活に移行するための相談等の

支援を行います。 

地域定着支援 
居宅で単身生活している障がい者に対し、常時の連絡体制を確

保し、緊急時の相談対応等の支援を行います。 

 

（２）地域福祉推進体制の構築 

   市内の各地域において、障がい者等や家族を支援する体制の充実を図るため、

市、社会福祉協議会、福祉事業者、ボランティア団体や地域住民等が連携しなが

ら、それぞれの役割を分担し、地域で障がい者等の生活を支えることができる地

域福祉推進体制の構築に努めます。 

 

  ○ 身体障害者相談員・知的障害者相談員設置事業の充実 

    身体障がい者及び知的障がい者とその家族が、身近な地域で気軽に相談でき

るよう、身体障害者相談員と知的障害者相談員による相談事業の充実に努めま

す。 
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  ○ 生活あんしんサポートセンター（実施主体：社会福祉協議会） 

    障がい者等の福祉や生活の困りごとの相談に応じ、制度等では対応できない

課題について、専門機関や住民組織、ボランティア等の協働により具体的な解

決に向けての支援に努めます。 

  ○ 小地域ネットワーク活動の推進（実施主体：社会福祉協議会） 

    地域の福祉を支える基盤である町内会等を中心に、地域住民が参加協力し、

見守り、助け合い、支え合いながら、障がい者等が安心して暮らせる小地域ネ

ットワーク活動の推進に努めます。 

  ○ ボランティアセンター事業の充実（実施主体：社会福祉協議会） 

    地域、学校、企業において、障がい者等への理解と関心を深めるため、研修

会の実施や体験の機会を提供し、ボランティア活動参加者の養成を図るととも

に、ボランティア活動参加者の連携とコーディネート機能の充実に努めます。 

  ○ 日常生活自立支援事業（実施主体：社会福祉協議会） 

    精神障がいや知的障がいにより、判断能力が不十分な方が地域で安心して生

活できるよう、福祉サービスの利用援助、日常の金銭管理及び書類の預かり等

を支援します。 

  ○ 福祉車両貸出事業（実施主体：社会福祉協議会） 

    障がい者等、自力での外出が困難な状況にある方を対象に、車いすでの乗降

が可能な福祉車両の貸出しを行い、日常生活の質の向上や社会参加の促進等を

支援します。 

  ○ 福祉用具貸与事業（実施主体：社会福祉協議会） 

    旅行や外泊等一時的に福祉用具が必要な方を対象に福祉用具の貸出しを行

います。 

○ 共生型施設の活用 

    障がいの有無や年齢などの枠を超えた地域住民の交流の場として整備され

た共生型施設を有効活用し、地域コミュニティーの再生や、障がい者等と地域

住民の相互理解の促進に努めます。 

  ○ 障がい者等の虐待防止 

    障がい者等に対する虐待の防止、早期発見、その後の適切な支援を行うため、

市が設置する障がい者虐待防止センターを拠点に、関係部署や地域の関係機関

との連携、登別市障害者地域自立支援協議会（以下「地域自立支援協議会」と

いう。）を活用したネットワークの構築等を図ります。 
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２．在宅支援の充実 

 

◇ 現状と課題 

障がい者等が可能な限り希望する生活を選択するためには、障がいに応じた支

援体制の充実が必要です。 

在宅支援体制は、障がいの特性に配慮し、生涯を通じてその時々に応じた支援

を一貫して行えることが必要であり、この体制の充実が課題となっています。 

障がい者等が可能な限り希望する生活を選択できるよう、障がいの特性や障が

い者等のニーズに応じたきめ細やかなサービスの提供が必要です。 

 

◆ 施策の基本的方向 

障がい者等が可能な限り希望する生活を選択できるよう、在宅支援の充実に努

めます。 

 

●目標１：在宅支援事業の充実（障害福祉Ｇ） 

居宅介護等の「居住系サービス」は、障害者総合支援法に基づく体制の充実

に努めながら実施します。 

   ・障害者総合支援法による在宅支援の充実（介護・訓練・医療・補装具給付） 

   ・地域生活支援事業の充実（地域活動支援センター、移動支援、コミュニケー

ション支援、日常生活用具給付事業、相談支援、成年後見制度等） 

   ・重度障がい児の入浴サービスの実施 

 

●目標２：居場所づくり（障害福祉Ｇ） 

    障がい者や障がい児等が交流を図ることができるサロンなどの居場所づく

りに努めます。 

 

●目標３：療育事業の充実（障害福祉Ｇ） 

    登別市児童デイサービスセンターのぞみ園（以下「のぞみ園」という。）の

療育機能を強化し、利用児童等の保護者からの相談、関係機関との連携強化、

児童の心身の状況に応じたケースマネジメントなど、幼児期から学齢終了時ま

での一貫した療育体制の改善に努めます。 
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●目標４：保育所等の障がい児受け入れ態勢の充実（子育てＧ） 

保育所、私立幼稚園における障がい児の受け入れ態勢の充実に努めます。 

 

●目標５：福祉用具の給付等（障害福祉Ｇ） 

障がい者等の自立生活を支援するために、身体的機能を補い、身辺の処理や

移動などの日常生活を容易にする補装具、生活用具の給付等を行います。 

 

◇ 施策の目標量と確保のための方策 

（１）訪問系サービスの種類ごとの必要見込量 

事 業 名 単位 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 

居宅介護 

時間/月 ５５０ ５５９ ５５９ 

利用者数 ４７ ４９ ４９ 

事業所数 ６ ６ ６ 

重度訪問介護 

時間/月 ３１２ ３１２ ３１２ 

利用者数 １ １ １ 

事業所数 ５ ５ ５ 

行動援護 

時間/月 ２２ ２２ ２２ 

利用者数 １ １ １ 

事業所数 １ １ １ 

同行援護 

時間/月 ７７ ８４ ９８ 

利用者数 １１ １２ １４ 

事業所数 ２ ２ ２ 

重度障害者等包括支援 

時間/月 ０ ０ ０ 

利用者数 ０ ０ ０ 

事業所数 ― ― ― 

注）事業所数は、登別市内の事業所数を掲載しています。 
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◇ 見込量確保のための方策 

利用者の増加等、平成２６年度までのサービス利用者の伸びから平成２９年度ま

でのサービス見込量を設定しました。 

訪問系サービスについては、地域生活への移行を推進する観点からサービス需要

に応じたサービス量の確保が必要となりますので、今後も提供体制の整備に努めま

す。特に、精神障がい者、知的障がい者に対する訪問系サービスについては、身体

障がい分野に比べサービス提供事業者が尐ない状況にあり、また、重度障害者等包

括支援提供事業者がない状況となっています。 

そのため、身体障がい者または高齢者への訪問系サービスを実施している事業者

等との協議を重ね、より多様で多くのサービス提供ができる事業者の参画が図られ

るよう努めます。 
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（２）地域生活支援事業の種類ごとの必要見込量 

事 業 名 単位 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 

理解促進研修・啓発事業 実施の有無 無 有 有 

自発的活動支援事業 実施の有無 無 有 有 

障害者相談支援事業 箇所 １ １ １ 

 基幹相談支援センター 設置の有無 無 無 無 

地域自立支援協議会 
設置数 １ １ １ 

開催回数 ４ ４ ４ 

住宅入居等支援事業 
実人数/月 ４ ４ ４ 

事業所数 １ １ １ 

成年後見制度利用支援事業 件/年 １ １ １ 

成年後見制度法人後見支援事業 件/年 １ １ １ 

コミュニケーション支援事業     

 
手話通訳者・要約筆記者派遣事業 人/月 ３ ３ ３ 

手話通訳者設置事業 人/年 １ １ １ 

日常生活用具給付等事業 件/年 １，２５０ １，２４０ １，２３０ 

 介護・訓練支援用具 件/年 ７ ７ ７ 

自立生活支援用具 件/年 ２５ ２５ ２５ 

在宅療護等支援用具 件/年 ８ ８ ８ 

情報・意思疎通支援用具 件/年 １０ １０ １０ 

排せつ管理支援用具 件/年 １，２００ １，１９０ １，１８０ 

居宅生活動作補助用具 件/年 ３ ３ ３ 

手話奉仕員養成研修事業 人/年 ３ ３ ３ 

移動支援事業 

実人数/月 １６ １８ ２０ 

延時間/年 ６４０ ７２０ ８００ 

事業所数 ５ ５ ５ 

地域活動支援センター 

箇所 １ １ １ 

実人数/月 ５４ ５６ ５８ 

１日平均

利用者数 
１７ １８ １８ 



- 23 - 

 

事 業 名 単位 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 

日中一時支援事業 
実人数/年 １８ ２０ ２２ 

事業所数 １ １ １ 

訪問入浴サービス事業 
実人数/月 ４ ４ ５ 

事業所数 ２ ２ ２ 

重度障害児入浴サービス事業 
実人数/月 ８ ８ ８ 

事業所数 １ １ １ 

自動車運転免許取得・改造助成事業 件/年 ５ ５ ５ 

注）事業所数は、利用が見込まれる事業所数を掲載しています。 

 

◇ 見込量確保のための方策 

 平成２６年度までのサービス利用状況から平成２９年度までのサービス見込量

を設定しました。 

  地域生活支援事業は、障がいのある人がその有する能力や適性に応じ、自立した

日常生活や社会生活を営むことができるよう、障害福祉サービスでは不足する部分

について、特に利用者の要望が高い事業を中心に必要なサービス提供体制の整備に

努めます。 

 

◇ 事業の種類ごとの実施内容 

事 業 名 実   施   内   容 

理解促進研修・啓発事業 
地域社会の住民に対して、障がい者等に対する理解を深めるため

の研修・啓発事業を行います。 

自発的活動支援事業 
障がい者等やその家族、地域住民等が自発的に行う活動に対する

支援を行います。 

障害者相談支援事業 

 障がい者等からの相談に応じて必要な情報の提供や助言、障害福

祉サービスの利用に関する援助、調整などの支援を行うとともに、

虐待の防止及び早期発見のための関係機関との調整、障がい者等の

権利擁護ために必要な相談支援を行います。 

地域自立支援協議会 

 地域の関係者で構成し、個別の相談支援の事例等で明らかになっ

た地域課題を共有し、その課題解決に向けた協議を行います。 

 また、課題別に専門部会を設置し、支援体制の構築に努めます。 



- 24 - 

 

事 業 名 実   施   内   容 

成年後見制度利用支援

事業 

判断能力が不十分と認められる障がい者の権利擁護を図るため、

成年後見制度の利用に係る支援を行います。 

成年後見制度法人後見

支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる

法人を確保できる体制を整備するとともに、市民後見人の活用も含

めた法人後見の活動を支援します。 

コミュニケーション 

支援事業 

 聴覚、音声言語機能障がいのために意思疎通を図ることに支障の

ある障がい者等の意思疎通の円滑化を図るため、手話通訳者及び要

約筆記者の派遣や手話通訳者を設置する事業を行います。 

日常生活用具給付等事業 
 重度障がい者等及び難病患者等に対し、次の用具の給付等を行い

ます。 

 

介護・訓練支援用具 

 特殊寝台や特殊マットなどの、障がい者等及び寝たきりの状態に

ある難病患者等の身体介護を支援する用具や、障がい児が訓練に用

いるいすなどであって、利用者及び介助者が容易に使用でき、実用

性のあるもの。 

自立生活支援用具 

 入浴補助用具や聴覚障がい者用屋内信号装置などの、障がい者等

及び難病患者等の入浴、食事、移動などの自立生活を支援する用具

であって、利用者が容易に使用でき、実用性のあるもの。 

在宅療護等支援用具 

 電気式たん吸引機や盲人用体温計などの、障がい者等及び難病患

者等の在宅療養等を支援する用具であって、利用者が容易に使用で

き、実用性のあるもの。 

情報・意思疎通支援

用具 

 点字器や人工喉頭などの、障がい者等の情報収集、情報伝達や意

思疎通等を支援する用具であって、利用者が容易に使用でき、実用

性のあるもの。 

排せつ管理支援用具 
 ストマ用装具などの、障がい者等の排せつ管理を支援する衛生用

品であって、利用者が容易に使用でき、実用性のあるもの。 

居宅生活動作補助

用具 

 障がい者等及び難病患者等の居宅生活動作を円滑にする用具で、

設置に小規模な住宅改修を伴うもの。 

手話奉仕員養成研修事業 

聴覚障がい者等との交流活動の促進、市町村の広報活動などの支

援者として期待される日常会話程度の手話表現技術を習得した手

話奉仕員の養成研修を行います。 

移動支援事業 
 屋外での移動が困難な障がい者等及び難病患者等に、外出のため

の個別的支援及びグループ支援を行います。 
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事 業 名 実   施   内   容 

地域活動支援センター 

 在宅の障がい者や難病患者等が、地域で自立した日常生活または

社会生活を営むことができるよう、通所により、創作的な活動や生

産的な活動の機会の提供、社会との交流の促進などを図る施設で

す。 

 

基礎的事業 
 利用者に対して、創作的活動や生産活動の機会の提供などの基礎

的な支援を行います。 

機能強化事業 
 雇用・就労が困難な在宅障がい者に、機能訓練や社会適応訓練、

入浴等のサービスを行います。 

日中一時支援事業 

 障がい者等の日中における活動の場の確保と、障がい者等を介護

している家族の一時的な休息のため、日中の一時預かり支援を行う

とともに、保護者等が日中いないことにより、特別支援学校等の放

課後及び夏休み等の長期休暇中の障がい児を預かり、保護者等の就

労支援等を行います。 

訪問入浴サービス事業 
 地域における身体障がい者等の生活を支援するため、訪問により

居宅において入浴サービスを提供する事業を行います。 

重度障害児入浴サービス

事業 

 自宅の浴室での入浴が困難な重度障がい児に入浴サービスを行

います。 

自動車運転免許取得・ 

改造助成事業 

 障がい者の地域生活を支援するため、自動車運転免許の取得に関

する費用の一部または自動車の改造に要する費用の一部を助成し

ます。 
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３．施設による支援の充実 

 

◇ 現状と課題 

障がい者等が可能な限り希望する生活を選択するためには、機能を回復するた

めの施設、人との交流を訓練する施設、職の技術を身につけるための施設、共同

生活をする施設など生涯を通じてさまざまな施設を必要とします。また、地域で

生活することが困難な障がい者等や、生活訓練や作業訓練等を行う障がい者等の

ために、広域的な利用を目的として整備された入所施設が必要とされています。 

市内には、就労支援事業所がこの数年間で５カ所開設されましたが、地域で自

立した生活を送るために必要な生活介護や短期入所（ショートステイ）、日中一

時支援、共同生活援助（グループホーム）などのサービス提供体制の整備や充実

が課題となっています。 

 

◆ 施策の基本的方向 

既存施設の活用等を視野に入れながら、関係団体等と連携し、障がいに応じた

施設整備の充実に努めます。 

 

●目標１：障がい者の日中活動系サービスの整備（障害福祉Ｇ） 

在宅生活を支援する生活介護施設等は、民間活力を活用しながら整備・充実

に努めます。 

   ・障がい者が通所しながらリハビリ等を受けられる生活介護事業所の整備 

   ・就労支援事業所の充実 

 

●目標２：生活の場の確保（障害福祉Ｇ） 

障がい者の生活の場は、既存建物の活用を視野に入れるとともに、関係団体

と連携しながら民間活力による確保に努めます。 

   ・グループホームの整備 

   ・居住支援機能と地域支援機能の一体的な整備の推進 

 

●目標３：福祉施設における地域住民等との交流（障害福祉Ｇ） 

福祉施設と地域の結びつきを緊密なものとするため、地域住民等との活発な

交流を促進します。 

   ・市役所等での就労支援事業所の授産製品の販売スペースの提供 

   ・市内の各種イベントへの就労支援事業所の出店等の支援 

   ・共生型施設における地域住民等との交流 
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◇ 施策の目標量と確保のための方策 

（１）日中活動系サービスの種類ごとの必要見込量 

事 業 名 単位 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 

療養介護 
実人数/月 １０ １０ １０ 

事業所数 ０（０） ０（０） ０（０） 

生活介護 

実人数/月 １３１ １３６ １４１ 

延人数/月 ２，８８２ ２，９９２ ３，１０２ 

事業所数 ２４（０） ２４（０） ２５（１） 

自立訓練 

機能訓練 

実人数/月 ０ ０ ０ 

延人数/月 ０ ０ ０ 

事業所数 ０（０） ０（０） ０（０） 

生活訓練 

実人数/月 ２ ２ ３ 

延人数/月 ４４ ４４ ６６ 

事業所数 １（０） １（１） １（１） 

就労移行支援 

実人数/月 １０ １５ １８ 

延人数/月 ２２０ ３３０ ３９６ 

事業所数 ５（１） ５（１） ５（１） 

就労継続支援 

Ａ型 

実人数/月 ２９ ３０ ３２ 

延人数/月 ６３８ ６６０ ７０４ 

事業所数 ４（１） ４（１） ４（１） 

Ｂ型 

実人数/月 １３５ １４０ １４５ 

延人数/月 ２，９７０ ３，０８０ ３，１９０ 

事業所数 １７（５） １７（５） １７（５） 

短期入所 

福祉型 

実人数/月 ７ ７ ７ 

延人数/月 ３５ ３５ ３５ 

事業所数 １１（０） １１（０） １１（１） 

医療型 

実人数/月 ０ ０ １ 

延人数/月 ０ ０ ５ 

事業所数 ０（０） ０（０） ０（０） 

合  計 
実人数/月 ３０７ ３２３ ３３９ 

延人数/月 ６，７５４ ７，１０６ ７，４５８ 

注）日中活動系サービス全体の見込量は、生活介護、自立訓練（機能訓練、生活訓練）、

就労移行支援及び就労継続支援(Ａ型、Ｂ型)の１カ月あたりの延べ利用者数の合計

です。 

注）事業所数については、登別市及び近隣市町（室蘭市、伊達市、白老町）に所在す

る事業所数を掲載しています（事業所数のカッコ内は登別市内の事業所数です。）。 
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◇ 見込量確保のための方策 

  日中活動系のサービス利用については、利用者の状況に応じて居住系サービスと

組み合わせて必要なサービスを選択することから、多様なサービス需要への対応が

必要です。 

  サービス提供体制については、サービス提供事業者が利用者の意向などを踏まえ

ながら展開することから、サービス需要の動向の把握に努めます。 

  特に、生活介護を提供する事業者が市内にないことから、民間活力による施設の

整備に努めます。 

 

（２）居住系サービスの種類ごとの必要見込量 

事 業 名 単位 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 

共同生活援助 

（グループホーム） 

実人数/月 ８７ ９２ １０１ 

市内の人数/月 ２０ ２５ ３４ 

市内の箇所 ７ ９ １１ 

市内指定事業所数 ４ ５ ６ 

施設入所支援 実人数/月 ７５ ７３ ７１ 

合  計 実人数/月 １６２ １６５ １７２ 

注）市内の人数/月及び市内の箇所欄については、市内の整備見込量を再掲したものです。 

 

◇ 必要見込サービス提供体制の確保策 

  障がい者の地域生活への移行を進めるためには、共同生活援助の計画的な推進が

必要となることから、今後の地域移行の状況を把握し、適切なサービス量を見込ん

でいきます。 

  特に、現在、共同生活援助を提供する市内の事業者が尐ない状況にあるため、関

係団体と連携しながら既存建物の活用を視野に入れ、民間活力による居住場所の確

保に努めます。 
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４．ボランティアの育成と活動の充実 

 

◇ 現状と課題 

現在、多くの個人や団体がボランティア活動を行い、地域福祉の担い手として

活躍されています。 

社会福祉協議会が運営するボランティアセンターでは、ボランティア情報の収

集、発信、ボランティア活動のコーディネート、ボランティアに関する教育、研

修、情報交換の場の提供などを行い、若年者から高齢者に至るまで、ボランティ

アの輪を広げる活動を行っています。 

障がい者等に対する主なボランティア活動としては、外出支援、手話、朗読、

点訳の情報伝達支援等があります。これら障がい者等への支援に関する活動を広

めていくためには、地域住民に対する障がい者等への理解と関心を高める取り組

みや、市民が主体的にボランティア活動に参加できる環境づくりが必要です。 

 

◆ 施策の基本的方向 

地域福祉の担い手である市民による主体的なボランティア活動が障がい者等

の自立を支えていることを踏まえ、積極的にボランティア活動が展開されるよう

その環境づくりに努めます。 

 

●目標１：ボランティア活動等の充実（社会福祉Ｇ、障害福祉Ｇ） 

地域におけるボランティア活動の推進を図るため、ボランティアに関する研

修、体験事業を行っているボランティアセンターと連携し、ボランティアの育

成に努めます。 

また、障がい者団体やボランティア団体等との協力により、さまざまなニー

ズに対応できるボランティア活動の充実に努めます。 

   ・点訳、音訳ボランティアなどの育成 

   ・障がい者等、家族によるボランティア育成 



- 30 - 

 

●目標２：ボランティア情報の提供（社会福祉Ｇ） 

ボランティア活動に関する情報を市民に提供し、ボランティア活動の一層の

振興に努めます。 

   ・「広報のぼりべつ」や市ホームページを活用したボランティア活動の情報発

信 

   ・関係団体等との連携によるボランティア情報の発信 

 

◇ 施策の目標量と確保のための方策 

（１）ボランティアの育成に関する目標量 

事 業 名 単位 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 

ボランティア活動支援事業 団体 １ １ １ 

奉仕員養成研修事業 人/年 ３ ３ ３ 

障がい者スポーツ・レクリエ

ーション指導員養成事業 
人/年 ２ ２ ２ 

 

◇ 事業の種類ごとの実施に関する考え方 

事 業 名 実施に関する考え方 

ボランティア活動支援事業 

 精神障がい者のボランティア活動等に要する経費

の一部を助成し、精神障がい者の社会参加を図りま

す。 

奉仕員養成研修事業 

 手話通訳者及び要約筆記者の養成研修会参加経費

の一部を助成し、手話通訳者及び要約筆記者の養成に

努めます。 

障がい者スポーツ・レクリエ

ーション指導員養成事業 

 障がい者スポーツ・レクリエーション指導員養成研

修会参加経費の一部を助成し、指導員の養成に努めま

す。 

 

 

 


